
住宅耐震改修工事に伴う固定資産税減額申告書 

 

令和  年  月  日 

（あて先） 土岐市長 

住 所                    

申 告 者  ﾌﾘｶﾞﾅ 

（納税義務者） 氏 名                    

 

                  個人番号（法人番号）             

                  電 話（     ）    －        

次の家屋に係る住宅耐震改修工事に伴う減額措置の適用について、地方税法附則第 15 条の

9 第 1 項の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申告します。 

 

※ なお、本申告書記載の内容を審査するに当たり、工事完了後の状況を確認させていただ

くために実地調査をさせていただくことがありますのでご了承ください。 

 

※ 下記処理欄は記入する必要はありません。 

処

 

理

 

欄

 

【受付時確認】 

□ 改修工事から 3 ヶ月以内 

□ 記載内容に漏れがない 

□ 必要な添付書類が揃っている 

受付印 処  理  日 

令和   年   月   日 

担 当 者 確 認 者 

  

家 屋 の 明 細 

所 在 地 土岐市 

所 有 者  家 屋 番 号  

種  類  構 造   造   葺   階建 

床 面 積     .   ㎡  居 住 面 積     .   ㎡  

建築年月日      .    .  登記年月日     .    .  

改修工事 

完了年月日 
    .    .  

住宅耐震 

改修工事費用 
円  

3 ヶ月以内に

提出できなか

った理由 

※工事完了日から 3 ヶ月以内に申告書を提出できなかった場合のみ記入してください。 



添付書類 
 

① 住宅耐震改修適合証明書(地方税法施行規則第 7 条第６項の規定に基づく証明書) 

② 改修工事明細書の写し(当該改修工事の内容及び費用の確認ができるもの) 

 

 ※ ①の書類については、登録住宅性能評価機関が発行する住宅性能評価書(耐震等級に係る評

価が等級１、等級２又は等級３であるものに限る)を添付して申告することも可能です 

 

記入方法 

 

① 申告者の欄には、住宅改修工事に伴う減額措置の適用を受ける家屋の納税義務者の住

所・氏名・個人番号（法人番号）・電話番号を記入してください。 

② 家屋の明細欄には、所在・地番・家屋番号・種類（用途）・構造・床面積・居住用床

面積・建築年月日・登記年月日・改修工事完了年月日・改修工事費用を記入してく

ださい。 

 

 

【記入例】 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

〒５０９－５１９２ 土岐市土岐津町土岐口２１０１ 

土岐市役所 市民生活部 税務課 資産税係 

電話 ０５７２－５４－１１１１（内線１５１～１５４） 

家 屋 の 明 細 

所 在 地 土岐市 ○○町△△－□□ 

所 有 者 土岐 次郎 家 屋 番 号  △△－□□ 

種  類 専用住宅 構 造 木 造 瓦 葺 二 階建 

床 面 積     １３２.００ ㎡  居 住 面 積     １３２.００ ㎡  

建築年月日   S55  .   1  . 30 登記年月日  S55  .   2  . 1 

改修工事 

完了年月日 
H19  .  11  . 22 

住宅耐震 

改修工事費用 
１，０００，０００円  


